
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利 人 日本を る会

1 事業の成果
今年度は新型コロナウィルスによる影響をうけながらも、然るべき対策を講じてできる範囲での活動

を行うこととなった。様々な分野に精通する有識者の方々をお招きし、日本の歴史や文化、世界情勢をふ

まえた日本の置かれた立場などについて有益な講演を行なっていただくなど、会員・非会員問わず多く

の学びの機会や議論の場を設けることができた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 461。 1 】千円)

対象者 対象者
人

事業費
(千円)場所

従事者
人数

日時

に

された
″́
ロ

事業内容

8人 18人 18人

令和 2年

7月 20日

(月 )

銀座

カフェ・ジ

ュリエ

第 85回定例会「我々は如何に

米国に洗脳されたか ?」

講師 :

21人
日本橋

公会堂
8人 21人

令和 2年

8月 21日

(金 )

第 86回定例会「ユダヤ難民救

済、キスカ島撤退、北海道防衛

に見る の決断」

講師 :

25人 25人

としま

区民

センター

8人

令和 2年

8月 5日

(金 )

第 87回定例会「戦後から脱却

できない日本の領域警備」

講師 :

8人 26人 26人

令和 2年

9月 5日

(土 )

としま

区民

センター

定時総会時の講演会「陸上自衛

隊の概要と現在の取り組み」

講師 :

25人

352.6

8人 25人

令和 2年

10月 7日

(水 )

としま

区民

センター

第 88回定例会「旧敵英国海軍

が賞賛する武士道」

講師 :

日本伝統文

化の教育。研

究事業

(講演会等)



第 89回定例会 「自由で開かれ

た海を護る一海上自衛隊の活

動一」

講師

令和 2年

12月 18日

(金 )

としま

区民

センター

8人 19人 19人

第 90回定例会「ロシア外交と

露日関係」

講師

令和 3年

5月 15日

(土 )

在日

ロシア

大使館

8人 46人 46人

第 91回定例会「中国を見るキ

ーワード (私論)」

講師

令和 3年

6月 19日

(土 )

としま

区民センタ 8人 27人 27人

我が国の歴

史の普及啓

発事業

(交流会等)

第 85回定例会 講師、出席者と

の交流会

令和 2年

7月 20日

(月 )

銀座

カフェ・ジ

ュリエ

8人 14人 14人 47 1

史跡の研究

事業

(研修会等)

第 35回研修会「明治日本の産

業革命遺産等の研修」

令和 2年

11月 17日

(火 )

産業遺産情

報センター
8人 30人 30人 35,7

我が国の歴

史の普及啓

発事業

(機関紙発

行等)

日本を護る会 レポー ト

(第 39号)の発行

令和 2年 9

月
事務所 9人 約 60名 約 60名

25。 7
日本を護る会 レポー ト

(第 40号)の発行

令和 2年

12月
事務所 9人 約 60名 約 60名

日本を護る会 レポー ト

(第 41号)の発行

令和 3年 6

月
事務所 9人 約 60名 約 60名



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度 活動計算書 (その他事業がム上場合)
る会

単位 :円
合 計目

査

180,500
18『5園
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日本伝統文化等の講演会事業

普及啓発事業 交流会
普及啓発事業 機関誌発行等

研修事業
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和2年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 日本を護る会

令  額 小 計 ・ 合 計

現金預金
未収金
棚卸資産
その他流動資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

長期貸付金

317,279
6,000
34,216
2, 100

0

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①十② 3591595

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

0

0

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 359,595

科 ■____



16 (

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO会計基準 (2010年 7月 20日

(1)欄卸資産の評価基準及び評価方法
(該当なし)

(2)固定資産の減価償却の方法
(該当なし)

(3)引当金の計上基準
(該当なし)

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
(該当なし)

(5)消費税等の会計処理
税込みでの処理を実施。

2.事 業別損益の状況

令和2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本を護る会

2011年 11月 20日一部改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。

合計事業部門計 管理部門普及啓発事業
(交流会)

普及啓発事業
(機関紙)講演会事業 研修事業科 目

180,500
121,000

0

0

0

180,500

121,000
0

421,500
0
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0
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24,000
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0

20,000
0

0

24,000
3,142
0

0
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84,543

154,294
14,287

24,236
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0

0

0

0
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5,500

3,268

740,216461. 169 279,04747.142 25,740352.590 35,697
740,21t25.740 461,169 279,04735.697 47,142蘭西下90

ZZ.4b6 -lr,21-lb. f40 -39,669-3b.09f -19, 14230,910

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
その他経費
会議費
諾謝金
消耗品費
事務用品費
旅費交通費
地代家賃
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
通信運搬費
業務委託費
支払手数料
租税公課
交際費
雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

I tzl

算定方法金 額内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

事業費と管理費の按分方法
(該当なし)
その他の事業に係る資産の状況

(該当なし)

０
０

内 容 期首残高 当期減少額 期末残高 備 考

合計

科 目 取 得 減少 減価償却累計額
有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 期末残高

合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との
取引

内、近親者及
び支配法人と
の取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和2年度 財産 膵ヨ

E2」

特定非営利活動法人 日本を饉る会

一
〓

,2, ≡
| 嘲P a旧 合  計

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行普通預金①
ゆうちょ銀行普通預金②
ゆうちょ銀行振替口座
三井住友銀行普通預金

33,

163,

11,

108,8

2,

販売用寄附物品 34,2

ソフト ェ ア

敷金

|: ‐1.・■‐〕・: : 1.,

鷹Π日軍

【A】 資 産 合 計 ①+② 3591595

,(

未払金

長期借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 359,



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 J[:青g粘虐ぢF粉品書:郷蹴棚羅満躍爾所並

特定非営利活動法人 日本を護る会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏    名

1 ①
監事
オオハシタケオ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月 日

日年 月大橋 武郎

2 ① 監事
カヤバヒロユキ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月  日

年  月  日萱場 浩之

3 〇
監事
モチヅキヤスオ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月  日

年  月  日望月靖夫

4
⌒

理事Q墜葺り
アラケンイチ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月  日

年 月 日阿羅 健一

5 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

6 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月 日

日月

7 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

日

日

月

月



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 壁 謹登金_____

氏   名

1 麗コ壼コ

2 璽ヨロZ

3 望月靖夫

4 太橋勇郎

Ｆ
Э 小室容子

〔
い
〕 八角絵梨

７
〓 平松明子

8 向井孝夫

9 伊藤祥夫

10 久貴光

11

12


